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４．放課後等デイサービス –事業の概要
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○事業の概要

・ 学校通学中の障がい児に対して、放課後や夏休み等の長期休暇中において、生活能力向上のための訓練等を継続的
に提供することにより、学校教育と相まって障害児の自立を促進するとともに、放課後等の居場所づくりを推進。

○対象児童

学校教育法に規定する学校（幼稚園、大学を除く）に就学している障がい児
※障がい児の定義は児童発達支援と同じ
（引き続き、放課後等デイサービスを受けなければその福祉を損なうおそれがあると認めるときは満２０歳に達するまで
利用することができる。）

○定員

１０人以上

Ａ特別支援学校 Ｄ特別支援学校

Ｃ中学校
Ｂ小学校

学校授業終了後又は休業日において、生活能力の向上のために
必要な訓練、社会との交流の促進その他の便宜を供与

・ 多様なメニューを設け、本人の希望を踏まえたサービスを提供。
①自立した日常生活を営むために必要な訓練
②創作的活動、作業活動
③地域交流の機会の提供
④余暇の提供

・ 学校との連携・協働による支援
（本人が混乱しないよう学校と放課後等デイサービスのサービスの
一貫性が必要）

○提供するサービス

◎放課後利用
・ 家族の勤務等を考慮した
開所時間の設定

◎夏休み等の長期休暇利用
・ 午前・午後クラスなど、プロ
グラムの工夫

法

法

放課後等デイサービス事業所
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４．放課後等デイサービス –外部環境
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都道府県別利用者数

平均：2,431人

東 京都 9,995 静 岡県 3,468 群 馬県 1,491 宮 崎県 1,047 富 山県 639 

大 阪府 9,417 沖 縄県 2,538 長 崎県 1,484 和歌山県 1,045 福 井県 635 

神奈川県 7,928 茨 城県 2,203 福 島県 1,415 岩 手県 1,028 島 根県 635 

愛 知県 7,795 鹿児島県 2,147 三 重県 1,414 石 川県 1,008 山 梨県 583 

北 海道 7,751 岡 山県 2,145 長 野県 1,360 大 分県 978 高 知県 468 

埼 玉県 5,138 宮 城県 2,119 青 森県 1,224 新 潟県 950 鳥 取県 364 

千 葉県 4,886 京 都府 2,097 愛 媛県 1,220 滋 賀県 937 秋 田県 349 

広 島県 4,583 熊 本県 2,094 山 口県 1,178 山 形県 879 

福 岡県 4,369 奈 良県 1,680 栃 木県 1,165 香 川県 867 

兵 庫県 4,231 岐 阜県 1,563 徳 島県 1,075 佐 賀県 677 

※出展：厚生労働省

普及している分、放課後等デイに
対する認知度が高い。サービスの
違いの分かる段階に入っており、
差別化はしやすい。 普及していないからこそ、サービスの違いが

分からないケースが多い。集客に若干の時間
はかかるが、認知されれば地域で圧倒的１番
化を実現することも可能。
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４．放課後等デイサービス –外部環境
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※出展：国保連データ

しかしながら、預かるだけで
療育を提供できていない本質
を外れた質の低い事業所の

増加が問題に。

今後必要とされるのは提供す
るサービスの内容と質となる

のは間違いない。



４．放課後等デイサービス –外部環境

政令指定都市における放課後等デイサービスへの利用状況

特に高校生の利用状況は低く、自立支援
対象サービスが不足していることが分かる

今後、利用者ニーズに合致したサービスを提
供できれば、利用者数が飛躍的に増加するこ
とが容易に推測できる。

※出展：厚生労働省
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市区町村

放課後等
デイサービス
【マルクスコラ】

利用者
（生徒）

申請

給付費

通所

就業訓練

利用料

マルク直営

事業モデル

利用者メリット

卒業前に自立にむけた療育（*)を受けることができるので、社会に

送り出しやすくなる。保護者にはより多くの卒業後の進路があること
により不安の解消に繋がる。

マルクグループの就労支援ノウハウを活かし、現在サービスの提供が圧倒的に不足している
中高校生の就職・自立準備支援を目的とした放課後等デイサービスを展開する。

6

障がい児
→療育によって一般就労を目指すが、
就労支援事業所に進むことも可能

４． 放課後等デイサービス -事業内容
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特別支援学校
一般学校

＊ことばや身体機能など、発達に遅れのみられるお子さんについ
て、生活への不自由をなくすようにトレーニング・教育を行う事

就労支援
事業所

一般企業

卒業後の進路
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マルクの放課後等デイサービス
で課題を解決！

■A型事業所で実践している就労支援のノウハウを水平展開

・職場規律指導、職業訓練の実施
・健康管理指導、相談支援、障害特性と対応
・ソーシャルスキルトレーニング（SST)
・就労にむけたトレーニング（就職支援）
・実習等の機会の提供
・企業、行政、教育機関との関係性構築ノウハウ
・就労系事業所とのネットワーク構築実績

■放課後等デイサービスを展開する社会的意義
・本人 ：就労・自立への可能性が広がる
・家族 ：子供の将来について安心できる
・企業 ：障がい者雇用・労働力不足問題を解消に繋がる
・学校 ：就労実績を向上させることができる（自立訓練の補完）

４．放課後等デイサービス –なぜマルクならできるのか

障がい児の就労・自立の課題

本人
将来の自立・就職に向けた

準備の機会がない

学校

より幅広い機会の提供
が課題

家族
子供が大きくなるにつれて

将来が心配になる

なぜ可能・・・・

企業
労働力不足

障がい者雇用の必要性


